第２２事件　HIVの無断検査
１．事案
　X（原告）＝警察学校入校者、巡査
Y１（被告）＝東京都、警察学校設置主体
Y２（被告）＝財団法人、警察病院の設置・運営
警察学校はXの身体検査で採血。警察病院に渡し、Xの同意なくHIV抗体検査を行う。警察病院もXの同意なく検査結果を警察学校に通知。
陽性の結果を受け、Xは医師A・警視Cから辞職勧告を受ける。その際、職務継続困難との情報伝達あり。
Xは入校辞退願を作成、交付。しかし、後に職務継続困難という情報は不正確だと判明。
XはY１・Y２に対し、不法行為（国賠1、民709,710）に基づく損害賠償を請求。
２．主な争点
　①警察学校の無断でのHIV抗体検査の違法性 [使用者による被用者へのHIV抗体検査の可否]

　②辞職強要行為の違法性 [HIV感染を理由とする解雇の可否]

　③警察病院の無断でのHIV抗体検査の結果通知の違法性 [検査に付随して医療機関が負う義務の内容]

３．判旨とその検討
①について。
HIV感染情報の無断取得はプライバシー侵害。（cf. 「宴のあと」事件 東京地判S39.9.28）
もっとも、検査の必要性・被検査者の承諾を要件として違法性阻却の余地（←労働者の健康診断を義務付ける労働安全衛生法66条の趣旨などを考慮）。
しかし、本件は両要件とも欠き違法性阻却なし。違法。
②について
不正確な情報を伝えて動揺を誘い辞職勧告した行為は、検査の違法性と相まって違法（←HIV感染を理由とする実質解雇処分と考えられる）。
③について
総合的医療機関としては検査・通知にあたって同意取り付けなどプライバシーに配慮する義務。
本件は、かかる留意事項に配慮しておらず故意、少なくとも重過失あり。違法。
④賠償額について
1000＋1000=2000万請求。300＋100=400のみ認容。（除.弁護費）
４．考察
（１）分かったこと
　　　・HIV検査と通常健康診断は一線
　　　・総合医療機関への厳しい配慮義務
（２）分からなかったこと
　　　・同意なき限り違法性阻却の余地はないのか？他者への感染の危険の高い職は？
　　　・賠償額の算定基準。両者控訴せず確定しているあたり、相場なのか？
